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１．事業概要

（１）

① 給　水

② 施　設　

％

③ 料　金

④ 組　織

＜組織体制＞

＜職員数・職種・年齢構成等＞

年齢区分

60歳代

50歳代

40歳代

30歳代

20歳代

合計 7人

1人

0人

5人

1人

0人

職員数

(令和３年３月現在)

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

京築地区水道企業団

京築地区水道企業団水道用水供給事業

計 画 期 間 ：

0

～

管 路 延 長

供 用 開 始 年 月 平 成 9 年 10 月

水 源

京築地区水道企業団水道用水供給事業　事業経営戦略

事業の現況

長期的な視点による財政見通しの結果、将来にわたり健全な経営が維持できるものとして、アセットマネジメント
による期間100年間の更新需要、財政収支を算定し、平成31年4月に供給料金を改定している。

89.2

施 設 数

策 定 日 ：

年度

□表流水　、　■ダム　、　□伏流水　、　□地下水　、　□受水　、　□その他　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

2

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 19,000

682.61(人/㎢)

139,457

165,590計 画 給 水 人 口

現 在 給 水 人 口法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法　　適　　用

㎥／日

　職員数は7名（特別職1名は含まず）である。
　企業長および副企業長は構成団体首長の互選、企業次長は専任となっている。

平 成 31 年 4 月

69.1㎞（送水管）
15.68㎞（導水管）

千ｍ

料 金 改 定 年 月
消費税のみの改定は含まない

施 設 利 用 率

企業長 副企業長 企業次長

総務課

工務課

●議 会 12名 ●運営協議会 7名（構成団体首長）

●幹事会 7名（構成団体担当課長） ●監査委員 2名

user
テキストボックス
-1-




（２）

（３） 経営比較分析表等を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

（２）

これまでの主な経営健全化の取組

　水資源の有効利用と水道施設の効率的な運用を実現するため、福岡県が策定した京築地域広域的水道整備計画に基づき、平成2年9月20
日に本水道企業団を設立して広域的に事業を運営している。浄水場の運転管理については、当初より、民間委託を行っている。また、横瀬浄
水場に関しては、当初計画では、急速ろ過施設であったが、平成23年度にランニングコストを比較し、膜ろ過施設に計画変更（浄水方法の変更
認可）を行い、経営の健全化に務めている。

給水人口の予測

　別途、添付する経営比較分析表（令和２年度決算）のとおり。

　主に生活用原単位（一人一日当たり生活用使用水量）と給水人口の増加傾向により、一日平均給水量および一日最大給水量は増加する見

込みである。平成29年度の一日平均給水量42,023m3/日、一日最大給水量52,989m3/日に対し、目標年度（令和12年度）は一日平均給水量

45,866m3/日、一日最大給水量59,884m3/日まで増加すると予測される。
　グラフから一日最大給水量と水源計画との関係性を見ても分かるとおり、本事業は構成団体の水源確保（受水）に貢献している。

水需要の予測

　行政区域内人口は減少傾向にあり、平成29年度実績183,974人は目標年度（令和12年度）に164,042人と約2万人が減少する見込みである。
　給水区域内人口も行政区域内人口と同様に減少する見通しであり、平成29年度実績171,234人は目標年度（令和12年度）に151,834人と約2
万人が減少する見込みである。
　行政区域内人口や給水区域内人口が減少する一方で、給水人口は普及率の向上（平成29年度81.3％→令和12年度94.9％）により、平成29
年度実績139,294人は目標年度（令和12年度）に144,117人まで増加する見込みである。
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（３）

（４）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

料金収入の見通し

　将来の給水収益は、計画供給量(責任水量)に供給単価を乗じて算出している。令和2年度決算では、給水収益は約8.3億円であった。令和3

年度以降は計画供給量19,000m3/日から約8.3億円の給水収益を見込んでいる。

目 標 アセットマネジメント手法に基づく計画的な事業推進

　建設改良費は、主として基幹的施設である湯の川内浄水場の耐震補強工事（令和3年度～7年度）と機械・電気設備の更新を対象とする。そ
の他の建設改良費として、アセットマネジメントにより設定した優先順位に基づいて平準化したうえで、資産の更新を実施していく。

　現在、本企業団では7市町の構成団体に対して19,000m3/日を供給している。これを7名の職員で運営していることから、これ以上の職員の削
減は事業運営に支障をきたす。
　また、多様化・高度化する水道の諸課題の解決、あるいは今後予定している水道施設の耐震化や更新を実施するうえで、職員の確保は喫緊
の課題である。
　今後、専門的な技術や知識の習得のため、研修会の参加に努めるほか、情報・業務管理システムの整備、持続的な用水供給事業を支える
組織づくりを進める予定である。併せて、広域連携等による組織体制のあり方についても検討する必要がある。

組織の見通し

　本企業団では「未来へつなぐ、安心と信頼を届ける広域水道」を基本理念として掲げ、それを目指していく。そして、個々の課題を解決し、将来
にわたって安全な水を供給するための基本目標を設定し、目標達成に向けた施策を展開していく。

【基本理念】未来へつなぐ、安心と信頼を届ける広域水道

【基本方針】
　■安全：安全で安心な水道用水の提供
　■強靭：災害に強いしなやかな水道を構築
　■持続：健全かつ安定的な事業運営を継続

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明
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③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

当面は効率的に施設を維持できる見込みである。今後、中長期的な視点に立った水道システムの再
構築を計画・実施することにより、適切な時期での更新と需要量に応じた施設規模の適正化・合理化
を図る。（スペックダウンだけでなくスペックアップによるシステムの合理化を含む。）

アセットマネジメント手法を導入しており、それに基づく収支計画を立案している。

目 標 収支バランスを重視した財源確保

②　収支計画のうち財源についての説明

　〇耐震化事業：財源として、国庫補助金、出資金、企業債、自己資金で賄う。
　〇更新事業：更新事業に対する財源として国庫補助金や県補助金の交付を受けることは困難であると想定されることから、企業債・自己資金
（補填財源）で賄うものとしている。企業債に関しては、将来世代への負担を勘案し、建設改良積立金や減債積立金を活用することで起債残高
が適正になるように努める。
　〇供給料金の改定は収支バランスを重視し、収支ギャップが課題とならないように適正な値上げ・値下げを構成団体とともに検証していく。

今後の社会情勢によって水需要も変化していく可能性があり、水道を取り巻く環境の変化により、事
業進捗に様々な影響が及ぶ可能性がある。新たな変動が予測される場合には、実績評価と財政的な
検討を加味して計画を見直す。
計画の見直しでは、PDCAサイクルにより事業推進に伴う問題点、事業の有効性を明確にし、事業の
透明性を確保しながら必要に応じて計画を見直す。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資 産 の 有 効 活 用 等 に よ る
収 入 増 加 の 取 組

将来世代の負担軽減の観点から、企業債は事業費の30％を上限としている。

地震対策事業費に対しては、出資金を見込んでいる。

現在、7市町へ用水供給しており、既に広域的に事業を運営している。
近隣事業体とのシステムの共同委託など費用削減効果を目指す様々な広域連携を模索する。
福岡県や近隣事業体との協同による広域連携への取組みに積極的に参画していく。

広 域 化

長期的な視点に基づき、供給料金を改定（178円/m3→120円/m3）している。
当面は料金を改定する予定はない。

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

再生可能エネルギー（太陽光発電・小水力発電など）の導入については、社会動向等に注視し、適切
な時期に検討する予定である。

企 業 債

繰 入 金

　投資以外の経費のうち、人件費は将来の上昇分を見込んでいる。

　動力費と薬品費は湯の川内浄水場と横瀬浄水場を個別に設定する。各浄水場の各費用は、m3単価を設定し、算出している。
　その他の経費は、原則、過去の平均値（平成25年～平成29年の決算値５か年の平均）を計上している。
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グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和2年度全国平均

経営比較分析表（令和2年度決算）
福岡県　京築地区水道企業団

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

- - ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
)

法適用 水道事業 用水供給事業 B その他 -

－

- 81.92 74.99 0 139,457 204.30 682.61 【】

全体総括

今後、企業債残高は減少していき、企業債残高対給
水収益比率はR4で350％、R11には200％を下回る予
定で、経常収支は100％以上を維持できる見込みで
あり、健全な経営状況といえる。しかしながら、今
後の20年間は、主に老朽化資産である湯の川内浄水
場の電気・機械設備の更新が順次見込まれるため、
引き続き、財政収支バランスに注視しながら、適切
な更新計画を実施し、水道用水の安定供給と健全経
営の実施に努める。

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

当企業団の経営分析については、平成30年以前と令
和元年度以降に分けられる。これは、令和元年度に
1水源1浄水場から、2水源2浄水場での供給体制が
整ったことによるもので、計画供給水量は9,500㎥
から19,000㎥と増え、水道料金は、178円/㎥から
120円/㎥へと料金の改定を行ったためである。ま
た、経常費用に関しても2浄水場体制になったこと
で、費用増額、建設仮勘定から本勘定への移行によ
る減価償却費の増が、R1以降の各指標に影響を及ぼ
している。

①H30からR1の変動については、上記理由のとお
り。R1からR2の変動については、R1が横瀬浄水場か
らの供給が6月からで、年間10か月の供給であった
ためである。R2については、経常収支比率120％で
今後もこの水準を維持するよう努める。
③流動比率については100％以上であり問題はな
い。
④今後、創設当初の企業債の償還が完了していくた
め、企業債残高対給水収益比率は、減少傾向。
⑤料金回収率については、100％以上であり問題は
ない。
⑥給水原価については、R1が横瀬浄水場からの供給
が年間10か月であったため、R2は、有収水量の増に
より給水原価の減となった。
⑦施設利用率については、89.2％と、類似団体平均
値と比べ、概ね良好な数値である。
⑧有収率は100％であり問題はない。

2. 老朽化の状況について

①有形固定資産減価償却率はR1に、横瀬浄水場が完
成したため減少した。湯の川内浄水場については、
R2～R7に耐震補強工事を実施。機械・電気設備を順
次更新予定。

②③管路については、法定耐用年数を超過した資産
はなし。

2. 老朽化の状況
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⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【111.13】 【12.29】 【284.45】 【260.96】

【100.16】【62.26】【73.18】【110.77】

【57.50】 【30.30】 【0.32】



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 767,558 831,144 832,200 832,200 832,200 832,200 832,200 832,200 832,200 832,200 832,200 832,200
(1) 767,558 831,144 832,200 832,200 832,200 832,200 832,200 832,200 832,200 832,200 832,200 832,200
(2) (B)
(3)

２． 151,646 152,017 150,922 153,445 153,451 153,410 153,446 152,720 152,672 152,644 146,852 139,620
(1) 802 1,252 1,368 1,201 1,175 1,148 1,121 1,094 1,066 1,038 1,010 982

418 894 1,036 894 894 894 894 894 894 894 894 894
384 358 332 307 281 254 227 200 172 144 116 88

(2) 150,730 150,727 149,538 151,585 151,617 151,603 151,666 150,967 150,947 150,947 145,183 137,979
(3) 114 38 16 659 659 659 659 659 659 659 659 659

(C) 919,204 983,161 983,122 985,645 985,651 985,610 985,646 984,920 984,872 984,844 979,052 971,820
１． 771,757 765,698 910,729 851,184 869,023 892,961 911,643 923,410 927,788 931,586 941,597 920,525
(1) 45,678 43,862 49,591 42,345 44,086 45,903 47,799 49,780 51,846 54,002 54,002 54,002

23,853 23,962 25,086 22,072 23,038 24,046 25,098 26,197 27,343 28,539 28,539 28,539
1,149 2,269 1,909 1,909 1,909 1,909 1,909 1,909 1,909 1,909 1,909

20,676 19,900 22,236 18,364 19,139 19,948 20,792 21,674 22,594 23,554 23,554 23,554
(2) 231,013 224,993 364,372 283,725 283,725 283,725 283,726 283,724 283,725 283,725 283,725 283,725

15,598 16,706 19,963 27,463 27,463 27,463 27,463 27,463 27,463 27,463 27,463 27,463
20,740 12,288 59,142 29,881 29,881 29,881 29,881 29,881 29,881 29,881 29,881 29,881

109 910 746 746 746 746 746 746 746 746 746
194,675 195,890 284,357 225,635 225,635 225,635 225,636 225,634 225,635 225,635 225,635 225,635

(3) 495,066 496,843 496,766 525,114 541,212 563,333 580,118 589,906 592,217 593,859 603,870 582,798
２． 69,179 58,750 48,768 47,465 40,240 34,133 29,027 24,969 21,422 20,259 19,411 18,569
(1) 69,166 58,733 48,213 46,879 39,654 33,547 28,441 24,383 20,836 19,673 18,825 17,983
(2) 13 17 555 586 586 586 586 586 586 586 586 586

(D) 840,936 824,448 959,497 898,649 909,263 927,094 940,670 948,379 949,210 951,845 961,008 939,094
(E) 78,268 158,713 23,625 86,996 76,388 58,516 44,976 36,541 35,662 32,999 18,044 32,726
(F)
(G)
(H)

78,268 158,713 23,625 86,996 76,388 58,516 44,976 36,541 35,662 32,999 18,044 32,726
(I) 51,582 80,295 103,920 190,916 267,304 325,820 370,796 407,337 442,999 475,998 494,042 526,768
(J) 1,372,038 1,426,852 1,027,566 930,825 847,920 823,238 831,065 907,577 1,147,937 1,359,648 1,608,707 1,862,734

78,166 93,058 70,680 70,680 70,680 70,680 70,680 70,680 70,680 70,680 70,680 70,680
(K) 458,786 521,225 367,915 347,945 332,519 298,243 302,474 182,169 171,811 156,677 156,426 156,933

359,369 368,652 331,653 316,581 301,390 269,388 274,779 158,104 153,358 145,937 145,712 146,244

89,386 142,285 36,262 31,364 31,129 28,855 27,695 24,065 18,453 10,740 10,714 10,689
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 767,558 831,144 832,200 832,200 832,200 832,200 832,200 832,200 832,200 832,200 832,200 832,200

(N)

(O)

(P)

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

本年度

営 業 収 益

R4年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健 全 化 法 第 22 条 に よ り 算 定 し た
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地 方 財 政 法 施 行 令 第 15 条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 26,000 91,700 95,000 77,700 76,200 38,500 17,300 29,500 20,300 18,600

２． 6,300 1,700 2,100 4,400 4,000

３．

４．

５．

６． 20,100 26,163 27,771 19,994 17,659 17,155 11,787 3,690 3,678 3,635 3,584 3,533

７．

８． 9,688 35,800

９．

(A) 46,100 35,851 69,871 113,394 114,759 99,255 91,987 42,190 20,978 33,135 23,884 22,133

(B)

(C) 46,100 35,851 69,871 113,394 114,759 99,255 91,987 42,190 20,978 33,135 23,884 22,133

１． 62,699 196,500 377,358 340,288 353,010 296,698 293,219 168,928 100,013 142,443 111,772 106,093

16,027 17,024 17,543 32,455 33,875 35,357 36,905 38,519 40,205 41,964 41,964 41,964

２． 338,960 359,369 368,653 331,653 316,581 301,390 269,388 274,779 158,104 153,358 145,937 145,712

３．

４．

５．

(D) 401,659 555,869 746,011 671,941 669,591 598,088 562,607 443,707 258,117 295,801 257,709 251,805

(E) 355,559 520,018 676,140 558,547 554,832 498,833 470,620 401,517 237,139 262,666 233,825 229,672

１． 344,335 346,652 356,983 377,799 393,864 416,000 432,721 443,208 445,539 447,181 462,957 449,088

２．

３．

４． 1,120,667 1,284,467 1,165,011 963,577 891,048 815,023 803,329 817,328 903,775 1,158,123 1,370,842 1,642,344

(F) 1,465,002 1,631,119 1,521,994 1,341,376 1,284,912 1,231,023 1,236,050 1,260,536 1,349,314 1,605,304 1,833,799 2,091,432

(G)

(H) 3,879,124 3,519,755 3,151,102 2,911,149 2,689,568 2,465,877 2,272,690 2,036,411 1,895,607 1,771,749 1,646,112 1,519,000

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

418 894 1,036 660 660 660 660 660 660 660 660 660

418 894 1,036 660 660 660 660 660 660 660 660 660

6,300 1,700 2,100 4,400 4,000

6,300 1,700 2,100 4,400 4,000

418 894 7,336 2,360 2,760 5,060 4,660 660 660 660 660 660

R12年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

本年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

計

そ の 他

R9年度 R10年度 R11年度

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

R11年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

R12年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度R4年度本年度




